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和文抄録：地域包括ケアとは、住み慣れた地域で自立した日常生活を営むことを包括的に支援する体

制を意味する。それは、主に高齢者を対象とする介護保険制度の改正の過程でかたちづくられてきた

ものである。また、地域包括ケアにおいては、多職種間の連携が重視される。地域包括ケアと関連す

る概念として、近年、地域共生社会という概念が注目されつつある。地域共生社会に関する議論では、

子ども、高齢者、障害者など、全ての人々が生きがいをもって生活できることや、地域における住民

参加が重視される。本論文では、地域包括ケアと地域共生社会の関連性に着目しつつ、地域包括ケア

における多職種連携のあり方について考察する。考察では、身体的、心理的、社会的側面を含むウェ

ルビーングの多元性を念頭に置く。併せて、地域包括ケアにおける適切な多職種連携を達成するため

の専門職教育のあり方についても考察する。

キーワード：地域包括ケア、多職種連携、地域共生社会、多元的ウェルビーング

1．はじめに一ウェルビーングの多元性と地域包括ケア

1. 1 「地域包括ケア」の概念

地域包括ケアの概念形成において重要な役割を果たした組織の1つとして、地域包括ケア研究会を挙げるこ

とができる。2008年に設立された地域包括ケア研究会は厚生労働省が正規に設置する組織ではないが、繰り返

し発表されてきた報告書では、地域包括ケアについて詳しく論じられ、概念の具体的な展開において重要な役

割を果たしてきた（二木2019:40)。

2014年に制定された医療介護総合確保促進法')の第2条には､地域包括ケアシステムの定義が示されている。

すなわち、 「地域包括ケアシステム」は、 「地域の実情に応じて、高齢者が、可能な限り、住み慣れた地域でそ

の有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、医療、介護、介護予防（要介護状態若しくは

要支援状態となることの予防又は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防止をいう｡)、住まい

及び自立した日常生活の支援が包括的に確保される体制」と定義されている。

この定義は、 「地域包括ケア」の概念に関して、 「住み慣れた地域」での生活や支援を前提としつつ、 「医療」

｢介護」「介護予防」「住まい」「生活支援」を地域包括ケアの主な構成要素として示している。それらの構成要

素については、これまでの地域包括ケア研究会報告書においても重視され、様々なかたちで検討がなされてき

た。

地域包括ケアを検討する際に、議論されることが多いのは、多職種間の連携である。とくに、 「医療介護連
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携」として、医療と介護に関わる多職種連携が重視されることが多い。また、地域包括ケアに関連するものと

して注目しうるもう1つの概念は､｢地域共生社会」である。それは全ての世代の人々の生活に関わる概念であ

る。

1.2ウェルビーングの多元性一身体的・心理的・社会的側面

人々の生活や支援のあり方を考える場合、その多様性に着目しうる。例えば、身体的、心理的、社会的側面

といった諸側面に着目することができる。この3つの側面は、WHO(世界保健機関）による健康の定義にお

いても重視されている。

WHO憲章において、「健康」は次のように定義されている（日本WHO協会2012)。 「健康とは､病気でないと

か、弱っていないということではなく、肉体的にも、精神的にも、そして社会的にも、すべてが満たされた状

態にあることをいいます。 (Healthisastateofcompletephysical,mentalandsocialwell-beingandnot

merelytheabsenceofdiseaseorinfirmity.)」この定義においては、健康の概念が‘‘身体的、心理的、社会的

ウェルビーング”を中心に規定されている。

高齢者への支援について関心を集めやすいのは、身体的、心理的、社会的側面のうちでは、身体的側面であ

る。高齢者へのサービスとしては、介護保険制度に基づくサービスがまず想起されうる。認知症ケアにおいて

は心理的側面も注目されるが、全体としては、介護保険サービスは身体的側面に対する支援を中心としている

と言える。

高齢者の生活が加齢とともにどう変化するかについて、森田(2009:30)は、人のライフサイクル上に3つ

の困難あるいは必要性を設定している。日常生活の困難、介護の必要性、医療の必要性である。例えば、加齢

とともにまず「日常生活」における支援が必要となり、それに加えて次に「介護」が必要となり、 さらに「医

療」が必要となり、最後に死に至る、 といった経過が想定される。実際には、人によって様々な経過のたどり

方があるが、 これらの困難あるいは必要性に着目することは、高齢者への支援を考える上で、一定の有効性を

もつと考えられる。

介護保険の要介護度とのおおまかな対応としては、 自立者の一部と要支援、要介護1 ．2のいわゆる軽度者

は、「日常生活」における支援を必要とする状態とほぼ対応する。要介護者は「介護」を必要とし、要介護度が

重いほど多くの介護を必要とする。 「医療」をかなりの程度必要とする人は､要介護3～5のいわゆる中重度者

に多く含まれると考えられる。また、地域包括ケアの構成要素との対応としては、森田のいう「日常生活」に

おける支援は地域包括ケアにおける「介護予防」と「生活支援」にほぼ対応し､森田のいう「介護」と「医療」

は地域包括ケアにおける「介護」と「医療」に対応すると考えられる。

様々なケースがありうるものの、 「住まい」を除く地域包括ケアの構成要素は、ニーズの程度から、次の2つ

のクラスターに区分することが現実的かもしれない。すなわち、主に自立者または軽度者に対応する「介護予

防」及び「生活支援」と、主に中重度者に対応する「介護」及び「医療」という2区分である2)。

介護予防・生活支援、介護・医療という2つのクラスターを想定する場合、それらに対応する支援に関して

は、やはり身体的側面が重視されやすいように思われる。とくに介護・医療においてはその傾向が強い。しか

し、多元的なウェルビーングが自立生活を構成すると考えると、心理的側面や社会的側面に関する支援をも考

慮に入れる必要がある。

1.3本論文の研究目的と研究方法

本論文では、地域包括ケアと地域共生社会の関連性に着目しつつ、地域包括ケアにおける多職種連携のあり

方について考察する。考察では、 日常生活における身体的、心理的、社会的側面を含むウェルビーングの多元

性を念頭に置く。併せて、地域包括ケアにおける適切な多職種連携を達成するための専門職教育のあり方につ

いても考察する。

なお、本論文における定義として、 「地域包括ケア」という概念を、住み慣れた地域で自立した日常生活を営
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むことを包括的に支援する体制と理解する。高齢者の生活やケアに関する考察を中心としつつも、高齢者以外

の人々の生活やケアへの適用の可能性を含むものとして考察を行う。

研究方法としては、はじめに「地域包括ケア」「地域共生社会」「多職種連携」に関する文献検索を行い、資

料収集を行った。 「地域包括ケア」「共生社会」「多職種」「職種間」「連携」「協働」などのキーワードを用いて、

CiniiArticlesなどによる文献探索や著書の検索を行った。地域包括ケアや地域共生社会に関しては、関連する

報告書や行政文書の収集も行った。

収集した文献に基づき、第2節では地域包括ケアをめぐる介護・医療政策の動向について検討を行った。さ

らに､｢地域共生社会」概念の提起が「地域包括ケア」のあり方とどのように関連するかについての検討を行っ

た。第2節での検討に基づき、第3節では地域包括ケアにおける多職種連携及び専門職教育のあり方について

考察を行った。

倫理的配慮としては、文献の内容を引用する際には、引用注を付して特定の文献のどの箇所からの引用であ

るかを明示した。また、引用した文献の内容を正確に反映する記述とするよう努め、著作権を侵害しないよう

に配慮した。

2．地域包括ケアと関連する介護・医療政策の動向と地域共生社会の概念

2. 1 地域包括ケアをめぐる介護保険制度の動向3）

2000年度に始まった介護保険制度は、従来の福祉制度と医療制度に含まれる介護サービスを統合し、同じ制

度のもとで一体的に提供することを目的の1つとしている。また、市区町村が保険者となり、国や都道府県に

比べると被介護者にとって身近な自治体が運営する制度となっている。そのため介護保険制度は､｢地域包括ケ

ア」の概念と完全に一致するわけではないものの､｢地域」や「包括ケア」に親和的な性格をもっていると言え

る。

その後、 2005年の法改正に基づき、 2006年度に小規模多機能型居宅介護などの地域密着型サービス、地域包

括支援センター、地域支援事業が創設された。この法改正では、 日常生活圏域ごとに地域密着型サービスや地

域包括支援センターを整備してゆくことが目指された。日常生活圏域の規模は市町村によって異なるが、中学

校区の範囲などが想定されている。

2011年の介護保険法改正においては、「地域包括ケアシステム」が念頭におかれ､地域密着型サービスに定期

巡回．随時対応型訪問介護看護､複合型サービス（現在は看護小規模多機能型居宅介護と呼ばれる）が加わり、

また地域支援事業において介護予防・日常生活支援総合事業が創設された。

さらに、2014年の法改正においては、 「地域包括ケアシステム」の構築に向けて、予防給付の一部（介護予防

訪問介護、介護予防通所介護）の地域支援事業への移行、在宅医療・介護連携の推進といった地域支援事業の

充実などが図られた。

そして、2017年の法改正では、 「地域包括ケアシステム」の深化・推進のため、新しい介護保険施設としての

介護医療院の創設、地域共生社会の実現を念頭においた共生型サービスの創設などがなされた。

以上のような介護保険の法改正においては、要支援者などの軽度者を想定した介護予防と、要介護3～5の

人々を中心とする中重度者への支援の双方に焦点が合わされてきた。要支援者への支援としては地域支援事業

における介護予防・日常生活支援総合事業など、中重度者への支援としては地域密着型サービスにおける定期

巡回．随時対応型訪問介護看護や看護小規模多機能型居宅介護などを挙げることができる。

地域包括ケアの進展においてとくに重要な意味をもつ改正は、 2005年の法改正であったと思われる。2005年

改正により導入された日常生活圏域は、地域包括ケアの議論における「住み慣れた地域」と重なる圏域だと言

える。また、同年の改正により創設された地域密着型サービスや地域包括支援センターは、 日常隼活圏域を基

盤とするものである。
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2.2地域包括ケアをめぐる医療政策等の動向

圏域という面から介護保険制度と比べた場合、医療政策においては、市町村あるいは市町村内部の圏域とと

もに、市町村を超える圏域も重視されてきた.')｡ 1985年の医療法改正に基づき、都道府県による医療計画の策

定が義務化され、二次医療圏の設定と二次医療圏ごとの必要病床数（基準病床数）の設定が求められることと

なった。一次医療圏は市町村に対応し、二次医療圏は複数の市町村からなり、三次医療圏は北海道以外では都

府県に対応している。これらの圏域は、一般的な外来診療、一般的な入院治療、 より高度な医療といった、医

療の専門性のレベルの差異を反映するものとなっている。

医療と介護の連携を進める上で重要な意味をもつ法改正の1つに、 2014年の医療介護総合確保推進法があ

る5)。この法律は、介護保険法や医療法を含む複数の法律を一括で改正したものである。

医療介護総合確保推進法に含まれる法律の1つが、医療介護総合確保促進法であり、その第2条に先に引用

した地域包括ケアの定義が示されている。医療介護総合確保促進法では、医療と介護の連携を強化するための

基本方針（総合確保方針）の厚生労働大臣による策定、総合確保方針に即した都道府県計画の策定、都道府県

に設置する地域医療介護総合確保基金に基づく医療・介護の事業の実施などが規定された（田中2016:258)。

また、医療介護確保推進法において、医療法の医療計画に関する規定の中に、各都道府県による「地域医療

構想（地域医療ビジョン)」の策定が位置づけられた。地域医療構想では、 「病院完結型」から「地域完結型」

の医療を目指し、 2025年までの地域医療構想区域（二次医療圏）の病床種類別の「必要病床数」と、介護施設

や在宅を含めた「在宅医療等」が設定された（二木2019: 17)｡

「地域医療構想」と地域包括ケアとの関連としては、 「必要病床数」を減らし「在宅医療等」に移行するうえ

で、 「地域包括ケア」が重要となってくる、という関連があると考えられる（二木2019: 18-19)。また、在宅医

療等を重視する状況においては、高齢者だけではなく、障害をもった子ども、緩和ケア期のがん患者など、多

様な人々がこれまで以上に在宅での医療サービス等を受けながら生活することが想定される（筒井2016:6)。

なお、今後の法改正に結びつきうる最近の動きとして、「フレイル」といった言葉を用いつつ「介護予防」の

あり方が検討され、「通いの場」の重要性などが指摘されている。例えば､高齢者の保健事業と介護予防の一体

的な実施に関する有識者会議（厚生労働省2019)が2018年12月に発表した報告書では､｢通いの場」の実施を含

め、国民健康保険及び後期高齢者医療保険の保健事業と、介護保険の地域支援事業に基づく介護予防の事業と

の連携が提案されている。 「通いの場」に関して市民参画型の運営が推奨され､高齢者が「学びの場」での学習

をふまえて「通いの場」のサポーターとなるという道筋も示されている（厚生労働省2018:48)｡

以上のような医療政策の動向の中で重要な点の1つは、 “｢病院完結型」から「地域完結型」の医療へ” とい

う、在宅医療の比重を高めてゆこうとする動向である。地域医療ビジョンが二次医療圏という比較的広い圏域

に基づいている一方で、在宅医療はむしろ日常生活圏域という比較的狭い圏域を基盤とする地域包括ケアの枠

組みになじみやすい。ただし、在宅医療は、要支援者・要介護者といった介護サービス利用者とは重なりはあ

るものの必ずしも一致しない、様々な世代の在宅療養患者を対象とする。そのため、在宅医療を重視するとい

う医療政策の動向は、地域包括ケアにおける対象者として、そのような在宅療養患者の存在にスポットライト

をあてるというはたらきをもちうる。

2.3 「地域共生社会」の概念6）

「地域共生社会」という言葉が使われるようになった契機の1つは､2016 (平成28)年6月に閣議決定された

｢ニッポンー億総活躍プラン」である（武川2018:37,二木2019:25)。このプランでは「一億総活躍社会」に

ついて、 「女性も男性も、お年寄りも若者も、一度失敗を経験した方も、障害や難病のある方も、家庭で、職場

で、地域で、あらゆる場で、誰もが活躍できる、いわば全員参加型の社会である」とし、 「全ての人が包摂され

る社会」とも表現している（首相官邸2016:3)。

一億総活躍社会を創っていくために、「戦後最大の名目GDP600兆円」「希望出生率l.8」「介護離職ゼロ」とい

う3つの目標が示されている。さらに、各目標について「10年先の未来を見据えたロードマップ」が示されて
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いる。 「地域共生社会」への言及があるのは、 「介護離職ゼロ」の説明においてである。

「介護離職ゼロ」に向けた取り組みの方向について説明する中で､「(4)地域共生社会の実現」として次のよう

に述べられている（首相官邸2016: 16)。 「子供・高齢者・障害者など全ての人々が地域、暮らし、生きがいを

共に創り、高め合うことができる『地域共生社会』を実現する｡」そして、公的サービスとの協働のもとでの地

域の住民同士の支え合いの仕組みの構築、寄付文化の醸成やNPOとの連携などに言及している。

また、「介護離職ゼロ」の実現に向けたロードマップとしては、実現のうえでの課題を「介護サービスの提供

側」「介護に取り組む家族」「高齢者等」の3点に整理しつつ、9つの対応策を示している（首相官邸2016:24-

25)。 9つの対応策の1つが「⑨地域共生社会の実現」である。

「⑨地域共生社会の実現」に関連する課題としては、 「複合化するニーズへの対応」「医療・福祉人材の確保」

の2つを挙げ、具体的な施策としては、次のような施策を示している。すなわち、身近な圏域で住民が主体的

に地域課題を把握して解決を試みる体制づくり、多様な活躍や就労の場づくり、高齢者・障害者・児童等の一

体的なサービス利用、世帯全体の複合化した課題を受け止める総合的な支援体制づくり、医療・介護・福祉の

複数資格に共通の基礎課程の設定といった施策である（首相官邸2016:60)｡

「ニッポンー億総活躍プラン」が閣議決定された2016年には、厚生労働省に「『我が事．丸ごと」地域共生社

会実現本部」も設置されている。この実現本部のもとで「地域力強化検討会（地域における住民主体の課題解

決力強化・相談支援体制の在り方に関する検討会)」が設置され､地域共生社会の実現についての具体的な検討

が行われた。地域力強化検討会が2017(平成29)年に発表した「最終とりまとめ」は総論と各論に分かれ、各

論1は「市町村における包括的な支援体制の構築｣、各論2は「地域福祉（支援）計画｣、各論3は「自治体、

国の役割」についてまとめられている。

各論lは3つの項目に分けられ、それぞれ社会福祉法第106条の3第1項の1号、 2号、 3号と対応するとし

ている。 1つめの項目である「【1】他人事を「我が事」に変えていくような働きかけをする機能」では､住民

に身近な地域での地域住民を含む会議や集い、サロンといった場の重要性､地域住民などが人間関係をつくり、

地域生活課題を共有し解決していけるような研修や学習の場の重要性、地域住民と関係機関（専門職）が一緒

になって「1人の課題から」解決するプロセスを通じた意識の変化や地域づくりの重要性などが示されている

(地域力強化検討会2017: 11-15)。

2つめの項目では、住民に身近な地域で住民が直面している課題を「丸ごと」受け止める場（相談機関）の

整備にあたっての留意点、 3つめの項目では、住民に身近な地域の相談機関では対応しがたい複合的課題等に

対して、多機関協働による支援チームやネットワークで対応していく支援体制の櫛築について示されている。

なお、以上の3つの項目と対応する社会福祉法第106条の3第1項のlから3の条文においては、 1では地域

福祉の活動への地域住民の参加、 2では地域住民の活動に対する情報提供や助言等、 3では生活困窮者自立支

援法による生活困窮者自立相談支援事業に関する支援体制の整備が規定されている7)。

地域共生社会に関して本節でまとめた内容をもとに判断すると､｢地域共生社会」として考えられていること

の中核には、地域における住民参加という観点がある。専門職や自治体に関しては、住民の活動を支援するは

たらきに焦点が合わされている。

地域共生社会に関する議論を、高齢者・介護保険サービスを念頭に置く地域包括ケアの概念と照らし合わせ

てみると、両者には比較的狭い圏域における実践という点で共通性が見られる。ただし地域力強化検討会

(2017:25)の最終とりまとめでは、一般的な日常生活圏域よりもさらに狭い小学校区域や自治会の区域など

が、 「住民に身近な圏域」として重視されている。

支援の対象者という面では、地域共生社会に関する議論では、 8050問題やダブルケアの状況にある家族介護

者、課題が複合するひとり親家庭の親、あるいはいわゆる「ごみ屋敷」に居住し社会的孤立の状態にある人に

も言及されている（地域力強化検討会2017:3,5, 13,15)。それらの人々は、要介護度では「自立」の人々を含

み、心理的・社会的側面の支援を多く必要とすると考えられる。
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2.4地域共生社会と地域包括ケア

地域包括ケア研究会により2017年及び2019年に発表された報告書においても､｢地域共生社会」への言及がな

されている。2017年の報告書は､「1.地域共生社会の実現」という章から始まっている。そこでは､｢我が事．

丸ごと」地域共生社会実現本部の設置や地域力強化検討会での議論に言及しつつ、地域共生社会と地域包括ケ

アシステムとの関係性について、次のように説明している。

「『地域共生社会」 とは、今後、 日本社会全体で実現していこうとする社会全体のイメージやビジョンを示す

ものであり、高齢者分野を出発点として改善を重ねてきた「地域包括ケアシステム』は、 『地域共生社会」を実

現するための『システム」 『仕組み』であるとまとめられる。高齢者ケアの分野で培ってきた地域包括ケアシス

テムの考え方や実践は、他分野との協働にも活用できる汎用性の高いものであり、 したがって、地域包括ケア

システムの深化と進化は、地域共生社会というゴールに向かっていく上では、今後も欠かせないものといえる

だろう。 （地域包括ケア研究会2017:6)」

この説明においては、 「地域共生社会」の概念は、地域における住民参加のみに焦点を合わせるのではなく、

社会全体のビジョン、ゴールといった広い意味で使われている。また、「地域包括ケアシステム」が高齢者以外

の分野にも適用できることに言及している。

なお、 この2017年の報告書では、 「予防」と「中重度者支援」などのテーマが扱われているが、 とくに「予

防」に関する議論においては、地域における住民参加に関わると思われる「ゼロ次予防」という概念が示され

ている。すなわち、 1次予防（活動的な高齢者を対象とする予防)、 2次予防（要支援・要介護状態に陥るリス

クが高い高齢者を対象とする予防)、3次予防（要支援・要介護状態にある高齢者を対象とする予防）の議論に

加え、「もうひとつの予防」として、地域のつながりの希薄化に対する予防を「ゼロ次予防」と位置づけている

(地域包括ケア研究会2017:14-16)。

2019年の報告書では、地域共生社会への関心はややトーンダウンしている印象があるものの、引き続き地域

共生社会への言及がなされている。第2章「多元化する社会における『尊厳の保持』」の第1節「多元化する社

会と社会的包摂」において、 2040年における多様な人生・住まい方・家族のありようや、社会的包摂・社会的

排除といった概念にふれつつ、次のように言及している。 「現在､厚生労働省は『地域共生社会の実現jを政策

として掲げている。 『多元的社会」を「包摂」していく過程の先には、 「あらゆる人々」が“地域で共に生きる

社会の実現” ＝ 『地域共生社会』があると整理できる。 （地域包括ケア研究会2019:8)」

同じ章の第1節では、「参加・協働による地域デザイン」として、行政・保険者やサービス提供事業者のほか

に住民・利用者も含めた「参加・協働」の過程にふれつつ、「地域共生社会を視野にいれ、制度分野や対象者を

超えた地域の仕組みをデザインしていくのであれば、住民目線にあわせたわかりやすく柔軟性のある仕組みが

不可欠である」と述べている（地域包括ケア研究会2019: 12-13)。

この2019年の報告書では、2040年に向けて、 「生活支援」ニーズの増大、生活全体を支えるマネジメントの重

要性などにふれられている。地域包括支援センターに関しては、 2040年に向けて「全世代・全対象者対応型の

相談窓口としての機能を持つ地域の拠点となる」というビジョンを示している。また、地域包括支援センター

の本来の業務としては「地域の多様な関係者とともに地域の仕組みづくりを進める業務（地域マネジメント）

も重要な位置を占めて」おり、 「プラットフォームビルダー（場や機会を提供する主体)」として機能する必要

性を指摘している（地域包括ケア研究会2019:32-33)｡

以上のように、地域包括ケア研究会報告書において「地域共生社会」は、社会全体で実現していこうとする

ビジョンあるいはゴール、あらゆる人々が地域で共に生きる社会、 といった広い意味づけもなされている。こ

のような広い意味づけは、先に見た「ニッポンー億総活躍プラン」における「一億総活躍社会」の概念と、か

なり近いものとなっている。そして、地域包括支援センターが「全世代・全対象者対応型の相談窓口」となる

というビジョンは、このような広義の「地域共生社会」と親和的であるように思われる。

住民参加の重要性については、地域包括ケア研究会(2010:27)の報告書でも以前より言及されてきた。し

かし、影響関係を明確にすることは難しいものの、地域共生社会に関する議論が、最近の地域包括ケア研究会
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(2017,2019)の報告書において住民参加の重要性にあらためてスポットライトをあてることに影響した可能性

もある。

なお、先に見た地域力強化検討会での議論で取り上げられている、複合的な課題をもつ人々や社会的孤立の

状態にある人々などへの心理的・社会的支援の重要性は、地域包括ケアの枠組にも位置づけられる可能性もあ

ると考えられる。地域包括支援センターを「全世代・全対象者対応型」の相談機関とするという2019年の報告

書での提案は、そのような可能性を感じさせるものである。

3．地域包括ケアと多職種連携

3. 1地域包括ケアの広がりと多職種連携

「医療介護連携」に焦点づけられた地域包括ケアの実践例として、柏市豊四季台団地における取り組みがあ

る。この取り組みは、東京大学高齢社会総合研究機構と柏市などの協力による「柏プロジェクト」において、

"いつまでも在宅で安心して暮らせる” との目標のもとで行われているものである。 “医師会によるかかりつけ

医のコーディネート”及び“行政・地域包括支援センターを中核に据えた多職種コーディネート”により、患

者・利用者に対する医療・介護の一体的サービス提供が目指されている（東京大学高齢社会総合研究機構

2014:64)｡

この取り組みでは、柏市医師会の協力も得て、かかりつけ医に対する在宅医療専門の診療所等のバックアッ

プ（主治医一副主治医制)、在宅医療推進多職種連携研修、顔の見える関係会議、多機能型の在宅サービス拠点

を伴うサービス付き高齢者向け住宅の整備などが行われた（東京大学高齢社会総合研究機構2014:45-46,64-

65.201-202)。多職種連携に関わる主な職種としては、医師、訪問歯科医、介護支援専門員、薬剤師、 リハビリ

テーション専門職、栄養士、訪問介護員、訪問看護師などが挙げられている（東京大学高齢社会総合研究機構

2014:64)。

柏プロジェクトにおける医療介護連携の取り組みは、今後の地域包括ケアの進展に対しても、影響力をもつ

取り組みの1つであると考えられる。このような取り組みは、身体的、心理的、社会的側面という観点から見

ると、どちらかと言えば主に身体的側面に焦点を合わせたものである。しかしながら、心理的側面や社会的側

面に対応する専門職のより一層の関与の可能性もある。

心理的側面への対応に関しては、心理専門職に関する国家資格がつくられたことが、今後の地域包括ケアに

おける多職種連携のあり方に影響を与える可能性がある。日本臨床心理士会が国立病院機構の全病院に対して

行ったニーズ調査における自由回答の結果を参考にすると、地域包括ケアにおいて心理専門職が必要とされる

領域としては、例えば次のような領域が考えられる（日本臨床心理士会第2期後期医療保健領域委員会2014:

2-5)。すなわち、がん治療・難病患者等の不安への心理的サポート、認知症ケアなどの介護関連分野における

高齢者及び家族への心理的ケア、チーム医療における心理的アセスメント、医療・介護従事者のメンタルヘル

スのサポートなどである。

地域包括ケアの主要な対象者に含まれうる人々への支援において、心理専門職が関わっている例としては、

認知症高齢者の介護者教室を看護職とともに運営している例（扇澤・黒川2009)､難病高齢患者等にリラクセー

ション・スキルやアクティベーション・スキルを修得してもらうための教育プログラムを保健所において実施

した例（山田ほか2003：26）が挙げられる。これらは、地域包括ケアの仕組みの中にも位置づけられうる実践

である。

また、 日本臨床心理士会による調査の自由記述の中には、次のような回答があった。すなわち、患者・利用

者への通常の心理的サポートは、ふだん接することの多い医療従事者等が一義的には対応するが、心理専門職

が関わる必要性のある局面として、 「難病等の特定疾患や精神疾患、あるいは緩和ケア等において、専門性の高

い精神・心理的ケアの必要性が増す」であろう、 との回答である（日本臨床心理士会第2期後期医療保健領域

委員会2014:2-5)。この回答は、地域包括ケアにおける多職種連携の中での心理専門職による専門性の発揮の
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1つのあり方を示唆している。

ソーシャルワーカーは、「相談援助」を行う職種として、社会的側面の支援とともに心理的支援をも担ってい

る。今後、心理専門職が地域包括ケアにより多く関わる場合、多職種間の役割分担の中でソーシャルワーカー

が担うべき役割をあらためて考えてゆく必要がある。

ソーシャルワーカーの役割として、今後も重視されうる役割の1つが、チームアプローチにおけるコーディ

ネーターの役割である（副田2018:62)。また、多職種連携の中で、ソーシャルワーカーは、利用者・患者や家

族の「生活主体者の立場」を尊重し、利用者等の複雑な気持ちや思いを医療職などに伝えるといった役割を果

たしうる（岡田2011 : 164-165,副田2018:63)｡

さらに、ソーシャルワーカーが関わりうる支援の1つとしては、 「社会的孤立」に関する支援がある。冷水

(2009:51-53)によれば､「介護問題」は顕在化しやすく、高齢者支援においては「介護問題」への焦点づけが

なされやすい。その一方、「社会的孤立」は「介護問題」に比べて対象者が少数に限られ､問題が顕在化しにく

いo

冷水（2009：56）は､高齢者への支援を「介護・生活援助サービス」と「社会関係・資源利用支援サービス」

に区分し、社会的孤立の状態にある高齢者に対しては、 とくに社会関係支援が必要になるとしている。社会関

係支援の例として冷水は、デイサービスや老人クラブへの参加に向けた支援､生きがい支援などを挙げている。

冷水のいう社会関係支援においては、対象者自身の長所や社会資源をアセスメントし、それらを活かしてゆく

ための専門的能力を必要とする。

「社会的孤立」に関する支援への注目は､先に見た2019年の地域包括ケア研究会報告書に示された内容と親和

的である。すなわち、 「社会的包摂」への言及、地域のつながりの希薄化に対する予防（ゼロ次予防）への注

目､｢全世代・全対象者支援型」の相談窓口という地域支援センターの将来像の提示といった内容である。これ

らは、地域包括ケアにおける社会的孤立者支援の重要性を示唆する。

3.2多職種連携を達成するための専門職教育

地域包括ケアに関わる専門職が、適切な多職種連携を達成するためには、専門性を発揮し、求められる役割

を果たすために必要な知識や能力を身につけることが重要である。どの職種においても共通に身につけておく

べき知識として挙げうるものの1つは、医学的知識である。ソーシャルワークや心理の専門職の場合には、通

常の養成教育に加えて、地域包括ケアに必要な医学あるいは医療に関する知識の修得を図る必要があると考え

られる。

地域包括ケアにおける多職種間のチームアプローチに関わる能力も重要である。それに対応する教育例とし

ては、例えば大学における医師養成課程や看護師養成課程の学生同士が合同で事例研究を行うといった学習活

動がある。そのような合同学習を、医療関係の学生だけでなくソーシャルワークや心理専門職養成課程の学生

をも含めて行うことも必要であろう。

なお、先に述べたように、チームアプローチにおけるコーディネーターの役割が期待されるソーシャルワー

ク教育においては、チームアプローチに関する教育はとくに重要である。チームアプローチに関わる教育内容

には、チームの形成・維持のプロセス、チーム内におけるコミュニケーション、ケアカンファレンスなどでの

効果的な会議の進め方、などが含まれうる（岡田2011 : 139-150)。

池上(2014:222-223,234-235)は、介護支援専門員の業務においてとくに専門性が必要とされる局面とし

て、退院直後などで多機関及び多職種間の連携が必要な時期を挙げている。その際、介護支援専門員は利用者

のニーズを把握し、ニーズに合わせてサービスの内容を調整するために、他の専門職と連携しつつ、濃密かつ

迅速に対応する必要がある。

そのような局面に対応するための能力を高めるための専門職教育としては、例えば、社会福祉士や介護福祉

士を養成する大学などにおいて、退院に向けたアセスメントとサービス調整を行う能力を高める教育プログラ

ムを、アクティブラーニングの手法を用いつつ実施するといったことが考えられる。社会福祉士の養成課程の
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修了者は、医療ソーシャルワーカーの職種につくことも多い。医療ソーシャルワーカーの業務においても、入

院患者の退院に向けた支援は中核的な業務の1つであり、病院外の介護支援専門員などの専門職と連携してゆ

く必要がある。

なお、地域包括ケアにおいて多職種連携を達成するためには、関与する職種が必要な能力を身につけるだけ

でなく、制度上の改善が必要な場合もある。例えば、待遇の改善や業務内容の変更は、多職種連携の推進に対

して肯定的な影響を与えうる。

池上（2014：222-223,234-235）によれば、介護支援専門員は、退院直後のサービス調整や、本人の状態の顕

著な変化、介護者の病気などの際のサービス調整において、高い専門性が求められるが、それに見合う給与と

なっていない場合がある。また、毎月のモニタリングの義務のために多くの時間をとられ、高い専門性を要す

る局面に十分な時間を使いにくい一面もある。改善策として池上は、ケアマネジメントの介護報酬を見直して

給与を高くし、 また毎月のモニタリングの義務を緩和して、高い専門性が求められる局面の業務により多くの

時間をあてることができるようにすることを提案している。そのような制度的改善は、専門的能力をもつ者が

介護支援専門員となり、専門性の高い業務に集中できることにつながりうる（池上2014:234-235)8)。

4．結論

本論文では、地域包括ケアと地域共生社会の関連性に着目しつつ、地域包括ケアにおける多職種連携のあり

方について考察した。考察においては、身体的、心理的、社会的側面を含むウェルビーングの多元性を念頭に

置くこととした。 「地域包括ケア」という概念を､住み慣れた地域で自立した日常生活を営むことを包括的に支

援する体制と理解し、高齢者の生活やケアに関する考察を中心としつつも、高齢者以外の人々の生活やケアへ

の適用の可能性を含むものとして考察を行った。

地域包括ケアは、主に高齢者を対象とする介護保険制度の改正の過程でかたちづくられてきたものであり、

住民に身近な圏域（日常生活圏域）を基盤とするものである。在宅医療の比重を高めてゆこうとする医療政策

の動向は、地域包括ケアの対象として、必ずしも介護サービス利用者とは一致しない様々な世代の在宅療養患

者にスポットライトをあてるというはたらきをもちうる。在宅療養患者の中には、がん患者や難病患者など、

ときに心理的・社会的支援をも必要とする人々を含む。

他方、比較的狭い圏域における実践を想定する「地域共生社会」の概念は、 日常生活圏域を基盤とする地域

包括ケアの枠組と類似する特徴をもつ。そのため、地域共生社会に関する議論で強調される住民参加の重要性

や、複合的な課題をもつ人々や社会的孤立の状態にある人々などへの心理的・社会的支援の重要性が、地域包

括ケアの枠組にも位置づけられる可能性が想定される。

地域包括ケアの対象者などの広がりの可能性に対応して､多職種連携に関わる職種や職種間の役割分担にも、

広がりや変化が生じうる。とくに、心理的・社会的側面のニーズに対応する心理専門職やソーシャルワーカー

の活躍する余地は広がりうる。

適切な多職種連携を達成するための専門職教育としては、どの職種にも必要な医学的知識を修得すること、

チームアプローチの能力を高める学習をアクティブラーニングの手法をも用いつつ行ってゆくことなどが重要

である。高い専門性の発揮を要する職種における待遇の向上や業務内容の変更等の制度改善も重要である。

【注】

1） 正式名称は、「地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律」である。これは、 「地域介護施設整備促進法（正式名称：

地域における公的介護施設等の計画的な整備等の促進に関する法律)」が改正されたものである。

2） 地域包括ケア研究会報告書(2017:48)においても、地域包括ケアシステムを「植木鉢」に例えて、すまいとすまい方を鉢、介護予防

と生活支援を土、介護・医療等（医療・看護、介護・リハビリテーション、保健・福祉）を葉と表現している。

3） 本節における介護保険法改正の経緯に関する記述は、ユーキャンケアマネジャー試験研究会（2018： 16-26.32-33）による記述に基づい

ている。
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この段落の以下の記述は、隅田ほか(2018:8-9, 14-15)の記述に基づいている。

正式名称は、 「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律」である。

本節を準備する過程で、地域力強化検討会の最終とりまとめに関する二木（2019：50-59）による考察を参照した。

社会福祉法第106条の3の条文は次の通りである (e-Gov2018)。

｢(包括的な支援体制の整備）

第百六条の三市町村は、次に掲げる事業の実施その他の各般の措置を通じ、地域住民等及び支援関係機関による、地域福祉の推進の

ための相互の協力が円滑に行われ、地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制を整備するよう努めるものとする。

一地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す活動を行う者に対する支援、地域住民等が相互に交流を図ることができる拠点の

整備、地域住民等に対する研修の実施その他の地域住民等が地域福祉を推進するために必要な環境の整備に関する事業

二地域住民等が自ら他の地域住民が抱える地域生活課題に関する相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行い、必要に応じて、支

援関係機関に対し、協力を求めることができる体制の整備に関する事業

三生活困窮者自立支援法第三条第二項に規定する生活困窮者自立相談支援事業を行う者その他の支援関係機関が、地域生活課題を解

決するために、相互の有機的な連携の下、その解決に資する支援を一体的かつ計画的に行う体制の整備に関する事業

2厚生労働大臣は、前項各号に掲げる事業に関して、その適切かつ有効な実施を図るため必要な指針を公表するものとする｡」

なお池上（2014：234）は、訪問看護の処遇を改善しキャリアパスを整備することも、多職種連携に肯定的な影響を与えうると指摘して

いる。

8）
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MultidisciplinaryCollaborationinCommunity-based

IntegratedCare:

Buildingasupportsystemtoensuremultidimensionalwell-being

ShingoNAKAYAMA

Thetenn.6community-basedintegratedcare"denotesasystemthatcomprehensivelysupportsthedailylifeofmembers

residingindependentlyinacommunityfamiliartothem;themodelwasfbnnedasarevisionofthepreviouslyexisting

publiclong-termcareinsurancesystemthatwasprimarilyfbnnulatedfbrtheelderly.Collaborationbetweenvarious

professionalsisdeemedavitalaspectofprovidingsupport. Inrecentyears,theconceptofa"societywherepeopleare

hannoniouslyinvolvedintheconnnunity''hasattractedattentionfbritsrelevancetocommunity-basedintegratedcare.An

emphasisisnowbeingplacedonthewell-beingofall individuals, includingchildren, theelderly,andpeoplewith

disabilities;afbcusalsoprevailsontheactiveengagcmentofresidentswithinacommunity.Thispaperexaminesthe

appropriatemethodofemployingamulti-professionalcollaborationincommunity-basedintegratedcarebybridgingthe

concepmalgapbetweencommunity-basedintegratedcareandasocietywherepeopleareharmoniouslyinvolvedinthe

community・ Insodoing,thispaperbearsinmindtheimportanceofmultidimensionalwell-being,whichincludesphysical,

psychological,andsocialaspects.Tbachieveappropriatemulti-professionalcollaboration,thesmdyalsoconsidersways

inwhichprofessionaleducationshouldideallybeimparted.

KeyWords:Community-basedimegratedcare,Multidisciplinarycollaboration,Societywherepeoplearehannoniously

involvedinthecommunityjMultidimensionalwell-being


